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税務訴訟資料 第２６６号－７５（順号１２８５３） 

大阪地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 相続税債務不存在確認請求事件 

国側当事者・国 

平成２８年５月１３日却下・棄却・控訴 

判 決 

原告 甲 

同訴訟代理人弁護士 深井 潔 

同 平野 博三 

被告 国 

同代表者法務大臣 岩城 光英 

同指定代理人 丹原 敏明 

同 小銭 慎司 

同 松山 修 

同 坂井 誠司 

同 木沢 史朗 

主 文 

１ 本件訴えのうち、税額１５３３万８８００円を超えない部分の相続税債務が存在しないことの

確認を求める部分を却下する。 

２ 原告のその余の請求を棄却する。 

３ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

原告の被告に対する亡乙（平成１９年２月●日死亡）の相続に係る相続税債務が１０００万

８９３６円を超えて存在しないことを確認する。 

第２ 事案の概要 

 本件は、亡父である乙（以下「乙」という。）の相続に係る相続税の申告をした原告が、その

申告は相続割合を誤信して行った無効なものであり、また、その申告に係る相続税額の計算が

相続税法の規定に従っていなかった場合に当たるから、原告が納付すべき相続税額は未確定で

あるなどと主張して、被告に対し、乙の相続に係る相続税債務が１０００万８９３６円を超え

て存在しないことの確認を求める事案である。 

１ 前提となる事実 

以下の事実は、当事者間に争いがないか、後掲の証拠及び弁論の全趣旨により容易に認める

ことができる。 

（１）原告の父である乙は、平成１９年２月●日に死亡し、同人の相続が開始した（以下「本件

相続」という。）。乙の法定相続人は、原告、原告の兄である丙（以下「丙」という。）及び乙

の養子であり、丙の実子である丁（以下「丁」という。）の３名であった。（甲１、２） 
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（２）ア 乙は、その生前である平成１６年４月１９日、公正証書によって遺言をしており（以下

「本件公正証書遺言」という。）、その内容は、同人の所有に係る不動産を専ら丁に相続

させ、その余の財産については原告、丙及び丁にそれぞれ３分の１ずつの割合で相続さ

せるというものであった。（甲３） 

イ 原告は、平成１９年４月２３日、乙が自筆証書によってした遺言（以下「本件自筆証

書遺言」という。）に係る遺言書を発見したとして、これを大阪家庭裁判所に提出し、同

月５月１０日、その検認を経た。本件自筆証書遺言の内容は、乙の所有に係る財産を原

告及び丙にそれぞれ２分の１ずつの割合で相続させるというものであり、その作成日は

本件公正証書遺言がされた後の日である平成１８年１０月１９日と記載されていた。

（甲４、５） 

（３）丁は、平成１９年１０月２２日、原告及び丙を被告として、本件自筆証書遺言が無効であ

ることの確認を求める訴えを大阪地方裁判所に提起した（以下「別件訴訟」という。）。（甲５） 

（４）ア 原告は、本件自筆証書遺言の内容に基づいて、法定申告期限である同年１２月●日、

八尾税務署長に対し、取得財産の合計額、課税価格の合計額、基礎控除額、相続税の総

額及び納付すべき税額について次のとおり記載した相続税の申告書を提出した（以下、

原告が提出した申告書を「本件申告書」、その提出によってした相続税の申告を「本件申

告」という。）。（甲１、８） 

（ア）取得財産の合計額    ４億９５４４万１２５０円 

（イ）課税価格の合計額    ３億６８５８万００００円 

（ウ）基礎控除額         ８０００万００００円 

（エ）相続税の総額        ６５５７万３７００円 

（オ）納付すべき税額 

 丙（あん分割合０．５）   ３２７８万６８００円 

 原告（あん分割合０．５）  ３２７８万６８００円 

イ 一方、丙及び丁は、本件自筆証書遺言が無効であることを前提に、本件公正証書遺言

の内容に基づいて、同日、八尾税務署長に対し、取得財産の合計額、課税価格の合計額、

基礎控除額、相続税の総額及び納付すべき税額について次のとおり記載した相続税の申

告書を共同して提出した（以下、丙及び丁が提出した申告書を「別件申告書」、その提出

によってした相続税の申告を「別件申告」という。）。（甲９） 

（ア）取得財産の合計額    ５億６５１８万１８４２円 

（イ）課税価格の合計額    ４億４１２１万７０００円 

（ウ）基礎控除額         ８０００万００００円 

（エ）相続税の総額        ９３４８万６０００円 

（オ）納付すべき税額 

 丙（あん分割合０．２２）  ２０５６万６９００円 

 原告（あん分割合０．１６） １４９５万７７００円 

 丁（あん分割合０．６２）  ５７９６万１３００円 

（５）大阪地方裁判所は、別件訴訟について、平成２２年２月２６日、本件自筆証書遺言が無効

であることを確認する旨の判決をした。原告は、これを不服として控訴をしたが、大阪高等

裁判所は、同年６月２５日、原告の控訴を棄却する旨の判決をした。原告は、更に上告及び
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上告受理の申立てをしたが、最高裁判所は、同年１２月２４日、原告の上告を棄却する旨の

決定及び別件訴訟を上告審として受理しない旨の決定をし、これにより、本件自筆証書遺言

が無効であることを確認する旨の大阪地方裁判所の判決は確定した。（甲５～７） 

（６）ア 原告は、平成２６年１２月１５日、八尾税務署長に対し、修正申告額の欄に次のとお

り記載した本件相続に係る相続税の修正申告書（以下「本件修正申告書」という。）を提

出するとともに、本件申告書に係る税額を職権で更正するよう求める「嘆願書」と題す

る書面及び上記税額について是正措置を採るよう求める「上申書」と題する書面をそれ

ぞれ提出した。八尾税務署長は、上記「嘆願書」及び「上申書」については受理したも

のの、本件修正申告書については受理しなかった。（甲１０、乙２、３） 

（ア）取得財産の合計額    ５億１３０９万５５５６円 

（イ）課税価格の合計額    ３億８６２３万３０００円 

（ウ）基礎控除額         ８０００万００００円 

（エ）相続税の総額        ７１４９万２４００円 

（オ）納付すべき税額 

 丙（あん分割合０．２１）  １５０１万３４００円 

 原告（あん分割合０．１４） １０００万８９００円 

 丁（あん分割合０．６５）  ５５７６万４０００円（相続税法１８条１項による

加算分を含む。） 

イ 八尾税務署長は、平成２７年１月２２日、八尾税務署職員を通じて、前記アの「嘆願

書」を作成した税理士に対し、本件申告書に係る税額を職権で更正することができる期

間は既に経過しているため、これを更正をすることはできない旨告知した。（乙４） 

（７）原告は、本件相続に係る相続税として１５３３万８８００円を納付している。（乙１、５、

７） 

２ 争点及び当事者の主張 

 本件の争点は、①本件訴えのうち、税額１５３３万８８００円を超えない部分の相続税債務

が存在しないことの確認を求める部分の適法性（争点１）及び②本件相続に係る原告の相続税

債務（以下「本件相続税債務」という。）が本件申告により確定したか（争点２）であり、これ

らの点についての当事者の主張は以下のとおりである。 

（１）争点１（税額１５３３万８８００円を超えない部分の相続税債務が存在しないことの確認

を求める部分の適法性）について 

（原告の主張） 

 本件訴えのうち、税額１５３３万８８００円を超えない部分の相続税債務が存在しないこ

との確認を求める部分は、適法である。 

（被告の主張） 

 原告は、本件相続に係る相続税として１５３３万８８００円を納付しており、これによっ

て本件相続税債務のうち、上記金額に相当する部分を消滅させている。 

 そうすると、本件訴えのうち、税額１５３３万８８００円を超えない部分の相続税債務が

存在しないことの確認を求める部分については、原告の有する権利又は法律的地位に危険又

は不安を生ぜしめる事情はないというべきであるから、確認の利益を欠く不適法な訴えとし

て却下を免れない。 
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（２）争点２（本件相続税債務が本件申告により確定したか）について 

（被告の主張） 

ア 本件相続税債務が本件申告により確定していること 

 相続税法は、申告納税方式を採用しているところ（相続税法〔平成２５年法律第５号に

よる改正前のものをいう。以下同じ。〕２７条、国税通則法〔平成２３年法律第１１４号に

よる改正前のものをいう。以下同じ。〕１６条２項１号）、原告は、平成１９年１２月●日

に、自らが納付すべき税額を３２７８万６８００円と記載した相続税の申告書（本件申告

書）を八尾税務署長に提出して、本件相続に係る相続税の申告をしたのであるから（本件

申告）、これにより、原告が納付すべき相続税額は３２７８万６８００円に確定したという

べきである（したがって、本件相続税債務の総額は３２７８万６８００円であり、そのう

ち、既に納付された１５３３万８８００円を超える部分については、今なお存在している。）。 

イ 原告の主張は理由がないこと 

（ア）本件申告が無効であるとの主張について 

 原告は、本件自筆証書遺言が無効であることを知らず、同遺言に基づいて乙の所有に

係る財産の２分の１を相続したものと誤信して、本件申告書を作成したのであるから、

本件申告は誤信に基づく無効なものであると主張する。原告の主張は、要するに、本件

申告書の記載内容に錯誤があった旨をいうものと解される。 

 しかしながら、相続税法及び国税通則法の趣旨に照らせば、申告書の記載内容の過誤

の是正については、その錯誤が客観的に明白かつ重大であって、法が定めた更正の請求

という方法以外にその是正を許さないならば、納税義務者の利益を著しく害すると認め

られる特段の事情がある場合でなければ、更正の請求によらないで記載内容の錯誤を主

張することは許されないと解すべきである。 

 これを本件についてみると、本件申告時には、本件自筆証書遺言が無効であることを

確認する旨の判決が確定していたわけではないから、本件申告書の記載内容の錯誤が客

観的に明白であったということはできない。また、原告は、上記判決が確定した日の翌

日から２か月の間、本件申告に係る相続について更正の請求をすることができたのであ

るから、納税義務者たる原告の利益を著しく害すると認められる特段の事情があったと

いうこともできない。したがって、原告の主張は理由がない。 

（イ）本件申告に係る税額の計算が「国税に関する法律の規定に従っていなかった場合その

他当該税額が税務署長…の調査したところと異なる場合」に当たるとの主張について 

 原告は、本件申告書と別件申告書の記載内容が異なっている又は矛盾していること等

を理由として、本件申告に係る税額の計算が「国税に関する法律の規定に従っていなか

った場合その他当該税額が税務署長…の調査したところと異なる場合」（国税通則法１

６条１項１号）に当たるから、税務署長の処分がされない限り、原告が納付すべき相続

税額は確定しないと主張する。 

 しかしながら、申告納税方式が採用される国税については、納付すべき税額は申告に

より確定するのであるから、申告に係る税額の計算が「国税に関する法律の規定に従っ

ていなかった場合その他当該税額が税務署長…の調査したところと異なる場合」は税務

署長の処分がされない限り相続税額が確定しないとの原告の主張は、国税通則法の理解

を根本的に誤るものである。 
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（原告の主張） 

 被告は、本件申告により、原告が納付すべき相続税額は３２７８万６８００円に確定した

と主張する。しかしながら、本件申告は、後記アのとおり無効なものであるし、仮に無効で

ないとしても、後記イのとおり本件申告に係る税額の計算が「国税に関する法律の規定に従

っていなかった場合その他当該税額が税務署長…の調査したところと異なる場合」（国税通

則法１６条１項１号）に当たるから、税務署長の処分がされない限り、原告が納付すべき相

続税額は確定しないというべきである。 

ア 本件申告が無効であること 

 原告は、本件自筆証書遺言が無効であることを知らず、同遺言に基づいて乙の所有に係

る財産の２分の１を相続したものと誤信して、本件申告書を作成したのであるから、本件

申告は誤信に基づく無効なものというべきである。したがって、原告が納付すべき相続税

額は、本件申告により確定していない。 

イ 本件申告に係る税額の計算が「国税に関する法律の規定に従っていなかった場合その他

当該税額が税務署長…の調査したところと異なる場合」に当たること 

 相続税法が採用する申告納税方式の下において、納付すべき相続税額は、納税義務者の

する申告により確定することが原則であるが、申告に係る税額の計算が国税に関する法律

の規定に従っていなかった場合その他当該税額が税務署長又は税関長の調査したところと

異なる場合には、例外的に、税務署長等の処分がされない限り納付すべき相続税額は確定

しないものと解される（国税通則法１６条１項１号）。 

 相続税の総額は、相続又は遺贈により財産を取得した全ての者に係る相続税の課税価格

の合計額から基礎控除額を控除した残額を法定相続人が民法所定の相続分に応じて取得し

たものとした場合における、その各取得金額につきそれぞれ所定の税率を乗じて計算した

金額を合計した金額であるから（相続税法１６条）、その額は、遺産分割の態様にかかわら

ず、共同相続人間において一致していなければならない。しかしながら、本件申告と別件

申告とでは、申告書に記載された相続税の総額が大きく異なっており、このことは、上記

各申告を受けた八尾税務署長にとっても明白であった。 

 また、本件申告書に記載された原告の納付すべき税額（３２７８万６８００円）と、別

件申告書に記載された丙が納付すべき税額（２０５６万６９００円）及び丁が納付すべき

税額（５７９６万１３００円）とを合算すると、上記各申告書に記載された相続税の総額

（本件申告書につき６５５７万３７００円、別件申告書につき９３４８万６０００円）。）

を大幅に上回る金額（１億１１３１万５０００円）となるところ、このような結果は、相

続税の課税について定める相続税法１１条に違反するものであり、また、国の不当利得を

容認する不相当なものである。 

 以上によれば、本件申告に係る税額の計算が「国税に関する法律の規定に従っていなか

った場合その他当該税額が税務署長…の調査したところと異なる場合」に当たることは明

らかである。そして、八尾税務署長は、現在に至るまで本件申告書に係る税額の決定（相

続税法２７条６項、国税通則法２５条）をしていないのであるから、原告が納付すべき相

続税額は確定していない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点１（税額１５３３万８８００円を超えない部分の相続税債務が存在しないことの確認を
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求める部分の適法性）について 

 確認の訴えは、確認の利益がある場合、換言すれば、現に、原告の有する権利又は法律上の

地位に危険又は不安が存在し、これを除去するために確認判決を得ることが必要かつ適切な場

合に限り、許されるものであると解される。 

 これを本件についてみると、原告は、前記前提となる事実（７）のとおり、本件相続に係る

相続税として１５３３万８８００円を納付しており、被告も、上記納付の事実を認め、これに

よって本件相続税債務のうち上記金額に相当する部分が消滅したことを争っていないのである

から、本件相続税債務のうち１５３３万８８００円を超えない部分が不存在であることについ

て、原告に確認判決をもって除去すべき危険又は不安は存在しないというべきである。 

 したがって、本件訴えのうち、税額１５３３万８８００円を超えない部分の相続税債務が存

在しないことの確認を求める部分は、確認の利益を欠き、不適法である。 

２ 争点２（本件相続税債務が本件申告により確定したか）について 

（１）相続税法は、申告納税方式を採用しており、納付すべき税額は、原則として、納税義務者

のする申告により確定し、その申告がない場合又はその申告に係る税額の計算が国税に関す

る法律の規定に従っていなかった場合その他当該税額が税務署長又は税関長の調査したとこ

ろと異なる場合に限り、税務署長の処分により確定する（相続税法２７条、国税通則法１６

条１項１号、２項１号）。 

 そうであるところ、原告は、前記前提となる事実（４）アのとおり、本件相続に係る相続

税の法定申告期限である平成１９年１２月●日に、自らが納付すべき税額を３２７８万６８

００円と記載した相続税の申告書（本件申告書）を八尾税務署長に提出して本件相続に係る

相続税の申告をしたのであるから（本件申告）、これにより、原告が納付すべき相続税額は３

２７８万６８００円に確定したというべきである。 

（２）ア（ア）この点、原告は、本件自筆証書遺言が無効であることを知らず、同遺言に基づい

て乙の所有に係る財産の２分の１を相続したものと誤信して、本件申告書を作成し

たのであるから、本件申告は誤信に基づく無効なものであり、原告が納付すべき相

続税額は確定していないと主張する。原告の主張は、本件申告書の記載内容に錯誤

があった旨をいうものと解される。 

（イ）ところで、相続税法は、前記（１）のとおり申告納税方式を採用しており、納税

義務者が相続税の申告書を提出した後において、申告書に記載した相続税額に不足

額があるときは、その申告について国税通則法２４条の規定による更正があるまで

は、当初の申告書に記載した相続税額等を修正する修正申告書を税務署長に提出す

ることができ（国税通則法１９条）、また、申告書に記載した相続税額等の計算が国

税に関する法律の規定に従っていなかったこと又は上記計算に誤りがあったことに

より、申告書の提出により納付すべき相続税額が過大であるときは、法定の期間内

に限り、その申告に係る相続税額等につき更正の請求をすることができるものとさ

れている（国税通則法２３条）。相続税についてこのような納付方式が採用されたの

は、納付すべき相続税額の確定については、その前提となる事情に最も通じている

納税義務者自身の申告に基づくものとし、その過誤の是正については、法律が特に

認めた場合に限る建前とすることが、相続税債務を可及的速やかに確定させるとい

う国家財政上の要請に応じるものであり、また、納税義務者に対して過当な不利益
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を強いるものでもないと認められるからである。かかる趣旨に鑑みれば、法の定め

た方法以外による相続税の申告書の記載内容の過誤の是正は、その錯誤が客観的に

明白かつ重大であって、その是正を許さないならば、納税義務者の利益を著しく害

すると認められる特段の事情がある場合でなければ許されないものと解するのが相

当である（最高裁昭和３９年１０月２２日第一小法廷判決・民集１８巻８号１７６

２頁参照）。 

 そして、ここでいう錯誤の明白性とは、錯誤が外形上、客観的に明白であって一

見して明らかなことをいうと解される。また、ここでいう特段の事情がある場合と

は、課税要件事実についての見方や法律解釈につき誤った見解に立つ税務係官が強

く指導するなどしたため納税義務者が錯誤に陥った場合等極めて例外的な場合に限

られるものというべきである。 

（ウ）これを本件についてみると、本件相続に係る原告の相続割合が２分の１でないこ

とは、本件自筆証書遺言が無効であることを確認する旨の大阪地方裁判所の判決に

よって初めて明らかになった事実であって（前記前提となる事実（５））、自己の相

続割合が２分の１であるとの誤信が、相続税の申告書の記載それ自体から外形上、

客観的に一見して看取できるものでないことが明らかであるから、本件申告書の記

載内容の錯誤が客観的に明白であるということはできない。 

 また、原告は、本件自筆証書遺言が無効であることを確認する旨の上記判決が確

定した日の翌日から起算して２か月以内、すなわち、上記判決が確定した平成２２

年１２月２４日から平成２３年２月２４日までの間、本件申告書に係る相続税額等

につき、更正の請求をすることができたのであるから（国税通則法２３条２項１号）、

本件申告書の記載内容の過誤の是正を許さないならば、原告の利益を著しく害する

と認められる特段の事情があるということもできない。 

 この点、原告は、八尾税務署長が本件修正申告書を受理しなかったこと（前記前

提となる事実（６）ア）を理由に、本件申告書に係る相続税額等については更正の

請求をすることができなかった旨主張するが、本件修正申告書（表題は「修正申告

書」であるが、本件申告の税額が過大であることを理由とするものであるから、そ

の実質は「更正の請求書」であると解される。）は、そもそも更正の請求をすること

ができる期間（平成２２年１２月２４日～平成２３年２月２４日）経過後に提出さ

れたものであるから、本件修正申告書を受理しなかった八尾税務署長の措置に特段

の問題はなく、このことが更正の請求をすることができなかった理由となるもので

はない（なお、原告が本件修正申告書と同時に提出した「嘆願書」〔乙２〕には、未

分割遺産が存在していたため法定の期間中に更正の請求をすることができなかった

旨の記載があるが、未分割遺産については民法の規定による相続分又は包括遺贈の

割合に従ってその課税価格を計算するものとされており〔相続税法５５条〕、遺産分

割が行われた結果、当初計算されていた課税価格が共同相続人等の課税価格と異な

ることとなった場合には、別途更正の請求をすることができるのであるから〔相続

税法３２条１項１号〕、未分割遺産の存在が更正の請求をすることができなかった理

由となるものでもない。）。 

 したがって、本件申告の無効をいう原告の主張は理由がない。 
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イ（ア）また、原告は、本件申告に係る税額の計算が「国税に関する法律の規定に従って

いなかった場合その他当該税額が税務署長…の調査したところと異なる場合」（国

税通則法１６条１項１号）に当たるから、税務署長の処分がされない限り、原告が

納付すべき相続税額は確定しないと主張する。 

 しかしながら、相続税額の確定については、原則として、その前提となる事情に

最も通じている納税義務者自身の申告に基づくものとされており、このような制度

が、納税義務者に対して過当な不利益を強いるものでもないと認められることは、

前記（２）ア（イ）で判示したとおりである。そうであるところ、有効な申告がさ

れたにもかかわらず、相続税額が確定しない場合があると解すると、上記趣旨が貫

徹されないばかりか、相続税債務の速やかな確定を妨げる結果となるのであるから、

納税義務者が納付すべき相続税額は、納税義務者が相続税額の申告をした以上、そ

の申告が無効でない限り、これにより確定すると解するのが相当である。そして、

国税通則法１６条１項１号の「国税に関する法律の規定に従っていなかった場合そ

の他当該税額が税務署長…の調査したところと異なる場合に限り、税務署長…の処

分により確定する」とは、納税義務者が申告をした後に、税務署長が更正ないし再

更正（国税通則法２４条、２６条）をした場合には、納税義務者が申告した相続税

額がこれらによって変更される旨をいうものにすぎないと解するのが相当であって、

かかる解釈は、更正について定める同法２４条が同法１６条１項１号と同様の文言

（「国税に関する法律の規定に従っていなかったとき、その他当該課税標準等又は税

額等がその調査したところと異なるときは、その調査により…更正する」）を用いて

いることとも整合するものである。したがって、原告の主張は、その前提となる法

律解釈を誤ったものであり失当である。 

（イ）なお、原告は、本件申告に係る税額の計算が「国税に関する法律の規定に従って

いなかった場合その他当該税額が税務署長…の調査したところと異なる場合」に当

たる理由として、①本件申告書に記載された相続税の総額と別件申告書に記載され

たそれとが異なっており、相続税の総額について定める相続税法１６条に違反する、

②本件申告書に記載された原告の納付すべき税額と別件申告書に記載された丙及び

丁が納付すべき税額とを合算すると、上記各申告書に記載された相続税の総額を上

回ることになり、相続税法１１条に違反するなどと主張する。 

 しかしながら、相続税の納税義務者が相続又は遺贈により財産を取得した個人と

されていること（相続税法１条の３第１号）、その申告期間について各人がその相続

の開始があったことを知った日の翌日から１０か月以内とされていること（同法２

７条１項）、相続税の共同申告について別個の規定が設けられていること（同条５項）

からすれば、相続税法は、相続税の個別申告を原則としていると解されるから、共

同相続人間において申告内容が異なることや、その結果、共同相続人各自が納付す

る相続税額の総額が、共同相続人各自が申告した相続税額の総額を上回る場合があ

ることを当然の前提にしているというべきである（共同相続人間における申告額の

差異は、共同相続人各自による更正の請求〔国税通則法２３条〕や、税務署長によ

る更正〔同法２４条〕ないし再更正〔同法２６条〕によって可及的に解消されるべ

きものである。）。したがって、原告が主張する上記①、②の点は、いずれも相続税
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法に違反するものではないから、本件申告に係る税額の計算が「国税に関する法律

の規定に従っていなかった場合その他当該税額が税務署長…の調査したところと異

なる場合」に当たるということはできない。 

ウ さらに、原告は、八尾税務署長が原告の上申にもかかわらず本件申告についての是正

措置（本件申告書に係る税額等の更正をいうと解される。）ないし税務調査を実施してい

ないことが違法である旨主張する。上記主張の趣旨は判然としないが、法定の期間内に

更正の請求がされた場合は別段、税務署長が納税義務者の単なる上申に基づいて直ちに

更正や税務調査を実施する義務を負うものではないから、原告の主張はその前提を欠き

失当である（なお、原告が本件修正申告書等を提出した平成２６年１２月１５日の時点

において、本件申告書に係る税額等を更正することができる期間は既に経過していたも

のと認められる〔国税通則法７０条、７１条参照〕。）。 

（３）以上によれば、本件相続税債務の総額は３２７８万６８００円であり、そのうち既に納付

された１５３３万８８００円（前記前提となる事実（７））を超える部分については今なお存

在しているから、かかる部分の不存在をいう原告の請求は理由がない。 

３ 結論 

 よって、本件訴えのうち、税額１５３３万８８００円を超えない部分の相続税債務が存在し

ないことの確認を求める部分は、不適法であるからこれを却下し、原告のその余の請求は、理

由がないから棄却することとし、主文のとおり判決する。 
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